
376（資格制度） 

20  資格制度 
規制改革・民間開放推進３か年計画（改定）（平成17年3月25日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

16年度 17年度 18年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

①資格制度の見直し 
（国土交通省） 

（不動産鑑定士） 
不動産鑑定士を目指す者の裾野を広げつつ、その資質の向上
を図り、将来にわたって優秀な不動産鑑定士を確保していくた
め、試験を１回２段階の体系に簡素合理化し実務経験２年以上
の要件は廃止することで、受験者の負担の大幅な軽減を図ると
ともに、実務の修習課程を充実させ、これを修了した者に資格
を付与するよう、不動産鑑定士試験制度を見直す。 
【不動産取引の円滑化のための地価公示法及び不動産の鑑定評
価に関する法律の一部を改正する法律（平成16年法律第66号）】 
 

 
措置済（18
年２月施
行予定） 
 

 
 

    

②配点、質問要旨等
の公表 
（経済産業省） 

（中小企業診断士） 
平成16年夏の試験から以下を実施する。 
①了解の得られた試験出題委員のみ公表（次回の委員選任から
全ての委員の公表を検討） 
②１次試験の配点を公表 
③２次試験の質問主旨を公表 
④受験者の属性は、「性別、年齢、職業区分」を公表 
⑤登録機関による実務補習に変更 
【中小企業診断士の登録等及び試験に関する規則（平成16年４
月経済産業省令60号）】 

 
措置済 

     

③定期講習受講義務
に係る負担の軽減 
（経済産業省） 

（第一種電気工事士） 
 第一種電気工事士に受講が義務付けられている定期講習につ
いて、受講者等の負担軽減という観点から、講習内容及び講習
方法の見直しを行う。 
【電気工事士法施行規則の一部を改正する省令（平成16年３月
経済産業省令第45号）】 

 
措置済 
（４月施
行） 

     



377（資格制度） 

規制改革・民間開放推進３か年計画（改定）（平成17年3月25日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

16年度 17年度 18年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

（エネルギー管理者） 
ａ エネルギー管理者１人が管理するに適当な設備・人員等の
範囲を見直す。 

 
検討・結論 

 
措置 

  
 
<エネルギー イ⑬の再掲> 
 

 ④必置単位、必置人
数、資格者の業務
範囲の見直し 
（経済産業省） 
<エネ イ⑬の再掲> 
 
（経済産業省） 

（電気主任技術者） 
ｂ 第二種及び第三種電気主任技術者の監督範囲のうち、構
内と構外との区分については、現状において電気工作物の
工事、維持及び運用に関する技術レベルの違いはないこと
から、当該区分を撤廃し監督範囲を拡大する見直しを行
う。 
【電気事業法施行規則の一部を改正する省令（平成16年７月
５日経済産業省令第75号）】 

措置済 
（７月施
行） 

     

⑤選任要件の緩和 
（経済産業省） 

（電気主任技術者） 
ａ 電気主任技術者を当該事業者の従業員以外の者から選任す
ることができる場合の要件を明確化する。 

 
措置済 

     

 
（経済産業省） 
 

（エネルギー管理者） 
ｂ エネルギー管理者及びエネルギー管理員を当該工場の職員
以外の者（工場における燃料等や電気を消費する設備の維持、
燃料等や電気の使用の方法の改善及び監視に関する業務の委
託先企業の職員など）から選任する場合の要件を明確化する
とともに、複数事業場のエネルギー管理者の兼務規定につい
て検討し、実施する。 

 
外部委託
について
措置済 
 
兼務規定
について
検討・結論 

 
 
 
 
 
措置 

  
 
 
 
 
◎ 

 
 
 
 
 
（経済産業省） 
エネルギー管理者（管理員）の兼務については「エネルギー
の使用の合理化に関する法律施行規則の一部を改正する施行
規則（平成18年３月29日経済産業省令第19号）」を制定し、
一定の要件の下で承認することとし、その承認基準を「エネル
ギーの使用の合理化に関する法律施行規則第８条第２項等の
承認の基準（平成18・03・27資第17号）」において整備した。
（平成18年4月１日施行） 

 



378（資格制度） 

規制改革・民間開放推進３か年計画（改定）（平成17年3月25日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

16年度 17年度 18年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

（経済産業省） 
 
 

（ボイラー・タービン主任技術者） 
ｃ 保安が確実に確保される移動距離の制限値及び保安体制の
要件等について、保安実績や根拠となるデータ等を踏まえて
検討し、措置する。 
 

 
検討 

 
措置 

  
○ 
（経済産業省） 
 ボイラー・タービン主任技術者が兼任できる事業場の範囲を
拡大することについて、平成18年度中に必要な措置を実施す
る予定。 

 

（厚生労働省） 
<雇用カ①の再掲> 

（衛生管理者） 
ｄ 職場の衛生管理体制の確保・向上を一層図るという観点か
ら、事業場に直接雇用されていない者を衛生管理者として選
任することができるよう、所要の措置を講ずる。 

 
検討・結論 

 
措置 

  
 
<雇用カ①の再掲>  

（ボイラー・タービン主任技術者） 
ａ ボイラー・タービン主任技術者になる条件として必要な
実務経験年数を一律に定めるのではなく、安全確保に関する
マネジメントシステムの社会への浸透等の状況を踏まえ、弾
力的な運用ができないか検討する。 

 
マネジメントシステムの浸透状況等を
踏まえ検討 

 
○ 
（経済産業省） 
安全管理審査におけるシステム安全管理審査の申請状況を
勘案すると（システム安全管理審査の占める割合は全審査の約
５％）、事業者における安全確保に関するマネジメントシステ
ムの浸透は十分であるとは判断し難く、現時点において当該運
用についての検討を行うことは困難である。 
今後も引き続き、マネジメントシステムの浸透状況等を踏ま
え、引き続き検討する。 

 ⑥実務経験要件の見

直し 
（経済産業省） 
 
 
 
（厚生労働省） 
<福祉ア⑦ｂの再掲
> 

（介護支援専門員） 
ｂ 介護支援専門員の選択に幅を持たせるための数の確保の観
点から、実務要件や資格要件も含めた介護支援専門員試験の
在り方について検討し、所要の措置を講ずる。 

 
逐次実施 

 
 
<福祉ア⑦ｂの再掲>  

⑦試験の改善等に
よる資格取得要
件の改善 
（国土交通省、総務
省） 
<住宅エ⑰の再掲>  

（主任技術者） 
 電気通信工事において建設業法に基づき配置することとされ
ている主任技術者の要件について、他の既存資格の活用の適否
について、既存資格の試験内容等を踏まえ検討する。 

 
検討・結論 

   
 
<住宅エ⑰の再掲>   



379（資格制度） 

規制改革・民間開放推進３か年計画（改定）（平成17年3月25日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

16年度 17年度 18年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

⑧通訳案内業試験
の採点基準及び
合格基準の明確
化 
（国土交通省） 

受験者の予見可能性を高めるために、既に公開している解答
例につき、周知徹底を行う。 

措置済      

ａ 現行の通訳案内業制度について、新規参入者の増大・多様
化、競争促進によるサービス内容の適正化を図る観点から、
まず、参入規制について、事業免許制を資格の登録制に改め
る。 

法案提出・速やかに措置   <運輸ウ⑧の再掲>  

ｂ 多様なニーズに対応するため、資格取得の際の試験制度に
ついても、簡素でかつ通訳ガイドとして真に必要な知識・能
力を問うものとする。このため、他の資格試験制度における
合格者に対する試験免除の範囲を拡大を図るなど必要な見直
しを行う。 

法案提出・速やかに措置   <運輸ウ⑧の再掲>  

⑨観光通訳ガイド
の育成等の方策
の検討・実施（国
土交通省） 
<運輸ウ⑧の再掲> 

ｃ 地域の実情に応じたきめ細かな対応を行う観点から、特定
地域においてのみ通訳ガイド業務を行う地域限定通訳ガイド
制度を新たに創設する。 
 

法案提出・速やかに措置   <運輸ウ⑧の再掲>  

⑩ボイラー・タービ
ン主任技術者のア
ウトソーシング 
（経済産業省） 

全国の発電所におけるボイラー・タービン主任技術者の実態
把握を行った上で、ボイラー・タービン主任技術者のアウトソ
ーシング導入に係る要件や実現可能性等について所要の検討を
行い、結論を得る。 

 検討・結論   
○ 
（経済産業省） 
ボイラー・タービン主任技術者のアウトソーシングを認める
ことについて、ボイラー・タービン主任技術者の業務実態等に
基づき検討を実施しているところ。検討結果を踏まえ、平成18
年度中に必要な措置を実施する予定。 

 

⑪公証事務の民間
開放推進 
（法務省） 

公証人について、各人の適正・能力に応じた選考を行うこと
はもとより、民間出身者がより応募しやすくなるよう、公募の
在り方を見直し、公募制度の一般への更なる周知を図るととも
に、実施した試験の概要を公開する等、更なる民間開放の推進
に向けた環境づくりを進める。 
 

 措置   
◎ 
（法務省） 
公募実施について，法務省ホームページに掲載するなどし
て，その周知に努めるとともに，実施した試験の概要を公開し
た。 

 



380（資格制度） 

規制改革・民間開放推進３か年計画（改定）（平成17年3月25日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

16年度 17年度 18年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

⑫運転免許試験の
民間開放推進 
（警察庁） 

運転免許関係事務の更なる民間開放の観点から、以下のこと
を明記した文書により各都道府県警察を指導するとともに、そ
のことを広く一般にも周知する。 
・ 各都道府県警察の実情に応じ、学科試験その他の全ての業
務の実施について、民間開放を推進すべきであること。 
・ 特定の法人以外の法人が委託を受けている例が極めて少な
い状況にかんがみ、当該委託先については、一般競争入札を
行うことが望ましいこと。 
・ 上記による委託先の数については、求められる要件等が満
たされているのであれば、各都道府県警察の実情に応じて、
競争が最も有効に機能するように定めるべきこと。 
【警察庁通達平成17年１月27日警察庁丁運発第15号、丁交企発
第24号】 
 

措置済      

⑬砂利採取業務主
任者試験、採石業
務管理者試験の
民間開放推進 
（経済産業省） 

都道府県知事に対して、国と調整を図りつつこれら両試験を
束ねた上で、さらにこれら両試験と束ねることのできる類似の
試験制度の有無について調査し、民間開放の可能性を検討する
よう要請する。 
 
 

 検討・結論   
◎ 
（経済産業省） 
平成17年4月18日付で、各都道府県知事宛に検討を要請。 
（都道府県） 
平成17年 6月から都道府県を代表するワーキンググループ
を設置し検討を重ね、この検討結果を受けて各都道府県で更に
検討を行い、平成 18 年２月～５月、各都道府県知事から経済
産業省へ検討結果の報告が行われた。 
 この報告内容は概ね以下のとおりである。 
１．両試験及び他の試験との統合実施について 
両試験の統合実施（同日実施・同会場）は可能である。知
事が実施する他の資格試験との連携については、他の資格試
験に関する全国組織が無いこと等により、困難である。 
 

 



381（資格制度） 

規制改革・民間開放推進３か年計画（改定）（平成17年3月25日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措   置   内   容 

16年度 17年度 18年度 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

   ２．民間開放の可能性について 
  現状においても、試験の実施に係る業務のうち、試験問題
の作成の一部は民間に委託しているが、更なる民間委託の推
進を図る観点から、法令等により都道府県が自ら実施するこ
とが必要な業務を除き、民間委託範囲の拡大の可能性につい
て検討を行った。しかしながら、複数の試験実施業務を行っ
ている民間事業者に見積りの依頼等を含めヒアリングを実
施した結果、コストが上昇することが見込まれることから、
民間委託の更なる拡大は困難である。 
 

 

⑭手筒花火に係る
火薬類取扱者の
年齢制限の緩和 
（経済産業省） 

技術基準を見直し特殊繊維製の内筒を利用するなど安全確保
策を講じるとともに、青少年によっても安全な消費が可能とな
ることを担保するための関係地方公共団体による個別従事者認
定等を条件に、年齢制限を緩和する。 

 措置   
◎ 
（経済産業省） 
手筒花火の安全確保策として、火薬類取締法に基づく技術基
準に手筒花火の構造・材質等を定めるとともに、青少年によっ
ても安全な消費が可能となることを担保するため、消費の技術
基準を整備した（平成18年3月31日公布）。 
 

 

⑮休止中の火力発
電所における主
任技術者不選任
の容認 
（経済産業省） 

休止期間中の火力発電所については、休止の実態等を踏まえ、
電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者を不選任と
することについて検討し、結論を得る。 

 検討・結論   
○ 
（経済産業省） 
休止中火力発電所のボイラー・タービン主任技術者について
は、不選任を認めることは保安確保の観点から困難であるもの
の、他の運転中火力発電所のボイラー・タービン主任技術者が
兼任することが可能であるか検討を実施しているところ。検討
結果を踏まえ、平成18年度中に必要な措置を実施する予定。 
 

 

 


